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単位： 千円

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ） 本年度(E)－前年度(E)

（出典）令和5年度地方財政状況調査

【 決算の概要 】

令和4 18,891,716 

544,998 141,400 

774,938 

＜ 歳　入 ＞
「一般財源」では、普通交付税において令和5年度限りとして創設された臨時財政対策債償還基金費や、

公共施設に係る光熱費の高騰に対する算定等で包括算定経費が増となった一方、人口急減補正の減等で林
野水産行政費が減となったことにより、全体で72百万円の減となった。

また、臨時財政対策債の減を含めた実質的な普通交付税では1億17百万円・1.8％の減となり、地方税か
ら地方交付税までの一般財源全体についても、70百万円・0.7％の減となった。

「特定財源」では、競争力強化生産総合対策事業補助金の増により、県支出金で1億21百万円・6.5％の
増となったものの、前年度実施の生活支援・マイナンバーカード取得促進商品券事業に伴う財政調整基金
や、ふるさと支援基金の繰入金が減となり、繰入金全体で5億78百万円・29.8％の減となった。

また、寄附金においても、ふるさと支援寄附金の減に伴い全体で1億84百万円・15.6％の減となるなど、
歳入全体でも前年度と比較して7億32百万円・3.7％の減となった。

＜ 総　括 ＞
令和5年度は、町道新設改良事業等の増による普通建設事業費や、物価高騰支援に伴い扶助費でそれぞれ

増となったものの、前年度に実施した生活支援・マイナンバーカード取得促進商品券事業や、電力・ガ
ス・食料品等価格高騰緊急支援事業の減による補助費等のほか、積立金で減となったことなどにより前年
度と比べ歳入歳出とも減少となった。

積立基金残高は、歳計剰余金処分により財政調整基金が増となったことにより前年度末から2億99百万円
増加し、町債残高は借入額を償還額が上回ったため34百万円の減少となった。

経常収支比率は、普通交付税などの歳入経常一般財源（分母）が減となったことに加え、共同型住民情
報システム利用料等の物件費や公債費、人件費等の経常経費充当一般財源（分子）が増となったため、4.8
ポイント悪化（増加）し93.9％となった。

分母である歳入の大部分が依存財源であることから、国の動向や景気等に左右されやすく、分子である
歳出においても、物価高騰等による影響により物件費等の増加が見込まれるため、今後の財政運営につい
てこれまで以上に歳出の抑制や財源の確保に努めていく必要がある。

＜ 歳　出 ＞
「義務的経費」では、人件費において人事院勧告による期末手当の増や、会計年度任用職員の報酬単価

の見直し等により50百万円・2.1％の増となったほか、扶助費では物価高騰対策として、国の交付金を活用
した低所得世帯生活支援給付金事業の実施等により2億7百万円・14.0％の増となった。

公債費では、令和3年度借入の音声告知設備再構築分の元金償還が始まったこと等により83百万円・
4.5％の増となり、義務的経費全体でも3億40百万円・5.9％の増となった。

「投資的経費」では、普通建設事業費において、前年度実施のCATV施設に係る光回線終端装置再構築事
業等で減となる一方、町道新設改良事業や競争力強化生産総合対策事業、三島キャンプ場リニューアル整
備事業、中学校トイレ改修事業の実施等により7億19百万円・22.1％の増となった。

災害復旧事業費では2億80百万円・45.1％の減となったものの、投資的経費全体では4億39百万円・
11.4％の増となった。

「その他の経費」では、繰出金において特別養護老人ホーム窪川荘特別会計をはじめ、各特別会計繰出
金の増により全体で68百万円・5.0％の増となったほか、維持補修費では、河川及びため池の浚渫工事によ
り全体で40百万円・44.7％の増となった。

一方、補助費等では、前年度実施の生活支援・マイナンバーカード取得促進商品券事業や、電力・ガ
ス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業の減により7億93百万円・31.3％の減となったほか、積立金で
は、施設等整備基金積立金やふるさと支援基金積立金の減により6億4百万円・30.4％の減となり、その他
の経費全体では12億80百万円・13.8％の減となった。
　また、歳出全体でも前年度と比較して6億51百万円・5.2％の減となった。

歳 出 総 額

19,666,654 223,235 

－1－

令和５年度　普通会計決算

551,703 ▲ 25,557 

１．決算収支の状況

年 度 歳 入 総 額

18,389,949 

単年度収支

403,598 18,934,947 令和5

歳入歳出差引
(A)－(B)

 翌年度に繰り
 越すべき財源

▲ 148,105 

実 質 収 支
(C)－(D)



単位： 千円・％

1 1,631,062 1,621,450 8.6 ▲ 0.6 106,660 円 1,621,450 

2 277,606 278,825 1.5 0.4 18,341 円 278,825 

3 1,572 1,193 0.0 ▲ 24.1 78 円 1,193 

4 5,891 6,835 0.0 16.0 450 円 6,835 

5 6,649 7,593 0.0 14.2 499 円 7,593 

6 19,210 22,087 0.1 15.0 1,453 円 22,087 

7 397,499 393,343 2.1 ▲ 1.0 25,874 円 393,343 

うち社会保障財源化分 219,787 218,393 1.2 ▲ 0.6 14,366 円 218,393 

8 1,879 1,505 0.0 ▲ 19.9 99 円 1,505 

9 302 1,474 0.0 388.1 97 円 0 

10 9,742 12,444 0.1 27.7 819 円 12,444 

11 6,865 7,198 0.0 4.9 474 円 7,198 

12 7,120,602 7,055,001 37.3 ▲ 0.9 464,084 円 7,055,001 

普 通 交 付 税 6,431,030 6,358,562 33.6 ▲ 1.1 418,272 円 6,358,562 

特 別 交 付 税 689,572 696,439 3.7 1.0 45,812 円 696,439 

13 1,519 1,518 0.0 ▲ 0.1 100 円 1,518 

14 40,299 28,450 0.2 ▲ 29.4 1,871 円 43,090 

15 237,735 227,335 1.2 ▲ 4.4 14,954 円 226,372 

16 2,278,324 2,253,717 11.9 ▲ 1.1 148,251 円 2,253,717 

17 1,857,271 1,977,885 10.4 6.5 130,107 円 1,977,885 

18 86,305 89,631 0.5 3.9 5,896 円 89,631 

19 1,181,554 997,589 5.3 ▲ 15.6 65,622 円 997,589 

20 1,939,230 1,361,165 7.2 ▲ 29.8 89,539 円 1,361,165 

21 517,486 498,938 2.6 ▲ 3.6 32,821 円 498,938 

22 213,052 248,871 1.3 16.8 16,371 円 236,668 

23 1,835,000 1,840,900 9.7 0.3 121,096 円 1,840,900 

うち 臨時財政対策債 81,100 36,200 0.2 ▲ 55.4 2,381 円 36,200 

19,666,654 18,934,947 100.0 ▲ 3.7 1,245,556 円 18,934,947 

（ 令和6年3月末現在「住民基本台帳」人口 15,202 人 ）

◇ 歳入の特徴

－2－

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

２．歳入の状況

決 算 額 構成比

ゴルフ場利用税交付金

配 当 割 交 付 金

［特定財源］では、国庫支出金において、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金が増となったもの
の、前年度に実施した子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金の減や、5類感染症に移行したことによ
る新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の減等により全体では25百万円・1.1％の減と
なった。

一方、県支出金においては、競争力強化生産総合対策事業費補助金の増等により全体で1億21百万
円・6.5％の増となった。

また、特定財源以外（一般財源扱い）では、前年度に実施したマイナンバーカード取得促進商品券事
業の減に伴い、繰入金のうち財政調整基金繰入金で4億6百万円の減となった。

［歳入全体］では、県支出金で増となる一方、国庫支出金や寄附金、繰入金で減となり、地方税や地方
交付税などの経常一般財源等も減となったことから、歳入全体では前年度より7億32百万円・3.7％の減
となる189億35百万円となった。

町 債

財 産 収 入

計

繰 入 金

［一般財源］では、法人事業税交付金や自動車税環境性能割交付金で増となったものの、地方税や地方
消費税交付金で減となったほか、地方交付税のうち普通交付税において、国勢調査人口が令和4年度に
置き換わった影響等により林野水産行政費が減となるなど72百万円の減となった。

これにより、地方税から地方交付税までの一般財源全体についても、70百万円・0.7％の減となっ
た。

繰 越 金

令和4年度
決 算 額

令和5年度地方財政状況調査

国 庫 支 出 金

諸 収 入

株式等譲渡所得割交付金

区 分

寄 附 金

県 支 出 金

交通安全対策特別交付金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

一般会計
決 算 額

（ 参 考 ）増 減 率
町民１人当
りの決算額

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

町 税

地 方 消 費 税 交 付 金

地 方 譲 与 税

法 人 事 業 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

利 子 割 交 付 金



－3－

自主財源

26.9％

依存財源

73.1％

町 税

8.6％

寄附金

5.3％

繰入金

7.2％

その他

5.8％

地方譲与税

及び交付金等

3.8％

地方交付税

37.3％

国庫支出金

11.9％

県支出金

10.4％

町 債

9.7％

令 和 ５ 年 度
歳入決算額
189億35百万

20,725,538 19,919,052 

577,260 

19,666,654 18,891,716 

551,703 

18,934,947 18,389,949 

403,598 
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令和４年度

令和５年度

千円



３．歳出の状況

（１）目的別歳出 単位： 千円・％

決 算 額 構成比 増減率 一般財源
町民１人当
りの決算額

1 議 会 費 113,080 115,106 0.6 1.8 115,105 7,572 円 115,106 

2 総 務 費 5,221,309 3,964,958 21.6 ▲ 24.1 3,146,570 260,818 円 4,101,395 

3 民 生 費 3,537,151 3,872,825 21.0 9.5 2,703,917 254,758 円 3,867,328 

4 衛 生 費 1,402,755 1,335,349 7.3 ▲ 4.8 1,146,365 87,840 円 1,337,125 

5 労 働 費 41 25 0.0 ▲ 39.0 25 2 円 25 

6 農林水産業費 1,757,243 2,017,877 11.0 14.8 608,704 132,738 円 1,889,024 

7 商 工 費 614,192 517,184 2.8 ▲ 15.8 289,262 34,021 円 523,032 

8 土 木 費 1,701,210 1,943,229 10.6 14.2 390,025 127,827 円 1,938,631 

9 消 防 費 778,462 734,292 4.0 ▲ 5.7 589,570 48,302 円 734,420 

10 教 育 費 1,300,519 1,620,661 8.8 24.6 1,042,575 106,608 円 1,615,420 

11 災 害 復 旧 費 620,724 340,831 1.8 ▲ 45.1 14,158 22,420 円 340,831 

12 公 債 費 1,845,030 1,927,612 10.5 4.5 1,865,846 126,800 円 1,927,612 

13 諸 支 出 金 0 0 0.0 － 0 0 円 0 

18,891,716 18,389,949 100.0 ▲ 2.7 11,912,122 1,209,706 円 18,389,949 

（ 令和6年3月末現在「住民基本台帳」人口 15,202 人 ）

◇ 目的別歳出の特徴 ※100万円未満四捨五入　

【 総 務 費 】

【 民 生 費 】

【 衛 生 費 】

【 労 働 費 】

【 農林水産業費 】

【 商 工 費 】

【 土 木 費 】

【 消 防 費 】

【 教 育 費 】

【 災害復旧費 】

【 公 債 費 】

振動病二次健診受診費用市町村負担金

町道新設改良（社総金・防安金）10億50百万円、道路維持補修2億79百万円、高速道路周辺整備1
億22百万円、改良住宅建設93百万円、河川防災対策38百万円、下水道事業特別会計繰出金35百万
円、定住住宅建設31百万円、河川浚渫28百万円、がけ崩れ住家防災対策22百万円　など

廃棄物処理施設管理運営3億97百万円（運転管理業務委託3億68百万円等）、水道事業会計繰出金
2億95百万円、診療所特別会計繰出金1億61百万円、塵芥処理81百万円、新型コロナワクチン接種
73百万円、各種予防接種40百万円　など

区 分
令和4年度
決 算 額

一般会計
決 算 額

（ 参 考 ）

令和5年度地方財政状況調査

基金積立12億51百万円（うち、ふるさと支援基金9億86百万円）、ふるさと支援推進5億67百万
円、移住定住促進2億2百万円、公共交通対策（路線バス運行費補助等）1億49百万円、国土調査1
億44百万円、人材育成推進91百万円、地域おこし協力隊77百万円　など

計

元金18億75百万円、利子53百万円

－4－

高幡消防組合負担金4億30百万円、住宅耐震化促進83百万円、消防団員報酬36百万円、防災施設
管理32百万円、老朽住宅除去補助27百万円、河川監視カメラ整備10百万円、緊急輸送道路沿道建
築物耐震化促進事業補助9百万円、地域避難施設等整備事業費補助7百万円　など

公共土木施設2億81百万円、農林施設60百万円

公立・私立保育所及び認定こども園7億9百万円、介護・訓練等給付費5億26百万円、後期高齢者
医療（特別会計繰出金等）4億52百万円、介護特別会計繰出金4億27百万円、低所得世帯生活支援
4億1百万円、国保特別会計繰出金2億13百万円、児童手当1億60百万円　など

学校給食2億37百万円、学校管理費1億67百万円、中学校トイレ改修1億41百万円、小学校空調設
備設置1億11百万円、Ｂ＆Ｇ海洋センター管理運営1億2百万円、小学校トイレ改修73百万円、Ｉ
ＣＴ教育推進56百万円、通学対策（スクールバス運行委託・通学バス定期代等）53百万円　など

日本型直接支払制度（中山間・多面的・環境保全）3億39百万円、競争力強化生産総合対策事業
補助3億25百万円、畜産競争力強化整備事業補助2億50百万円、基金積立1億30百万円、四万十川
流域森林環境整備事業補助79百万円、大規模畜産施設整備事業補助61百万円　など

三島キャンプ場リニューアル整備1億62百万円、観光施設管理運営61百万円、商工業振興33百万
円、観光協会育成補助17百万円、三堰キャンプ場改修17百万円、松葉川温泉社員宿舎解体10百万
円、地産外商推進9百万円、ネット販売推進協議会補助8百万円　など



（２）性質別歳出
単位： 千円・％

決 算 額 構成比 増減率
経常一般
財源 (A)

経常収支
比率(A/B)

5,723,900 6,063,827 33.0 5.9 4,544,741 51.9 

2,401,330 2,451,685 13.3 2.1 2,196,648 25.1 

1,344,875 1,355,108 7.4 0.8 1,245,561 14.2 

1,477,540 1,684,530 9.2 14.0 482,247 5.5 

1,845,030 1,927,612 10.5 4.5 1,865,846 21.3 

3,865,809 4,304,607 23.4 11.4 

3,245,085 3,963,776 21.5 22.1 

(1) 補 助 事 業 費 1,413,012 2,544,156 13.8 80.1 

(2) 単 独 事 業 費 1,793,591 1,368,831 7.4 ▲ 23.7 

(3) 国直轄事業負担金 0 0 0.0 － 

(4) 県 営 事 業 負 担 金 38,482 50,789 0.3 32.0 

620,724 340,831 1.9 ▲ 45.1 

(1) 補 助 事 業 費 527,624 245,359 1.4 ▲ 53.5 

(2) 単 独 事 業 費 93,100 95,472 0.5 2.5 

9,302,007 8,021,515 43.6 ▲ 13.8 3,687,536 42.0 

3,231,444 3,187,150 17.3 ▲ 1.4 1,657,403 18.9 

2,534,387 1,741,641 9.5 ▲ 31.3 907,917 10.3 

(1) 一 部 事 務 組 合 437,888 443,493 2.4 1.3 411,530 4.7 

(2) そ の 他 2,096,499 1,298,148 7.1 ▲ 38.1 496,387 5.6 

89,490 129,477 0.7 44.7 68,986 0.8 

1,985,816 1,381,916 7.5 ▲ 30.4 

108,691 161,200 0.9 48.3 139,358 1.6 

1,352,179 1,420,131 7.7 5.0 913,872 10.4 

18,891,716 18,389,949 100.0 ▲ 2.7 8,232,277 93.9 

8,763,546 千円 (B)

◇ 性質別歳出の特徴

公 債 費

計

維 持 補 修 費

積 立 金

令和5年度地方財政状況調査

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

令和4年度
決 算 額

補 助 費 等

投資及び出資金・貸付金

う ち 職 員 給

人 件 費

扶 助 費

普 通 建 設 事 業 費

－5－

［ その他の経費 ］

人件費では、選挙に係る時間外勤務手当が減少したものの、人事院勧告による期末手当の増や会計年度任用職員
の報酬単価の見直し等により全体で50百万円・2.1％の増となった。

扶助費では、前年度実施の電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業が減となった一方、低所得世帯に
対する物価高騰対策として、国の交付金を活用し低所得世帯生活支援給付金事業を実施したこと等により、全体で
2億7百万円・14.0％の増となった。

公債費では、令和3年度借入の音声告知設備再構築分の元金償還が始まったことにより全体で83百万円・4.5％の
増となり、義務的経費全体でも3億40百万円・5.9％の増となった。

普通建設事業費では、前年度実施のCATV施設に係る光回線終端装置再構築や茂串ポンプ場防災倉庫整備、大規模
畜産施設整備補助等の減により単独事業費が減となったものの、補助事業費で町道新設改良費や競争力強化生産総
合対策事業、三島キャンプ場リニューアル事業等の実施により全体で7億19百万円・22.1％の増となった。

災害復旧事業費では2億80百万円・45.1％の減となり、投資的経費全体では、4億39百万円・11.4％の増となっ
た。

物件費では、ふるさと支援寄附金及び寄附件数の減により返礼品発送費などの関連経費の減などにより、全体で
44百万円・1.4％の減となったほか、補助費等では、生活支援・マイナンバーカード取得促進商品券事業の減等に
より、全体で7億93百万円・31.3％の減となった。

また、積立金では後年度の公共施設等の更新費用として任意で積み立てた施設等整備基金積立金の減や、ふるさ
と支援寄附金の減少に伴うふるさと支援基金積立金が減となるなど、全体で6億4百万円・30.4％の減となった。

そのほか、各特別会計への繰出金や、河川及びため池の浚渫工事の増に伴い維持補修費では増となったものの、
その他の経費全体では12億80百万円・13.8％の減となった。

［ 投 資 的 経 費 ］

★歳入における経常一般財源(臨時財政対策債を含む。)

［ 義 務 的 経 費 ］

そ の 他 の 経 費

物 件 費

災 害 復 旧 事 業 費

繰 出 金

区 分



－6－

義務的

経 費

33.0％

投資的

経 費

23.4％

その他の

経 費

43.6％

人件費

13.3％

扶助費

9.2％

公債費

10.5％

普通建設事業費

21.5％
災害復旧事業費

1.9％

物件費

17.3％

補助費等

9.5％

積立金

7.5％

繰出金

7.7％

その他

1.6％

令 和 ５ 年 度

性 質 別

歳 出 決 算 額

議会費

0.6％

総務費

21.6％

民生費

21.0％

衛生費

7.3％

労働費

0.0％

農林水産業費

11.0％

商工費

2.8％

土木費

10.6％

消防費

4.0％

教育費

8.8％

災害復旧費

1.8％

公債費

10.5％

諸支出金

0.0％

令 和 ５ 年 度

目 的 別
歳 出 決 算 額



４．主要な財政指標
単位： 千円・％

(１)
4.6 6.2 6.2 4.4 5.6

(２)
93.9 89.1 85.4 89.6 92.9

(３)
152.9 147.4 136.8 133.8 128.5

(４) 209.7 207.2 196.8 207.2 216.0

① 　－
(▲ 4.60)

　－
(▲ 6.21)

　－
(▲ 6.19)

　－
(▲ 4.40)

　－
(▲ 5.57)

② 　－
(▲10.35)

　－
(▲12.15)

　－
(▲11.85)

　－
(▲10.23)

　－
(▲10.73)

③ 
6.6 6.0 6.1 6.0 7.2

④ 　－
(▲79.8 )

　－
(▲75.9 )

　－
(▲81.9 )

　－
(▲84.6 )

　－
(▲57.2 )

⑤ － － － － －

Ⅰ 
8,755,027 8,878,316 9,322,908 8,967,043 8,594,942 

Ⅱ 0.22 0.22 0.22 0.23 0.22 

< 用語説明 >

(1) 実質収支比率

標準財政規模に対する実質収支額の割合。一般的には、3～5％程度が望ましいとされている。

(2) 経常収支比率

人件費や扶助費、物件費、公債費といった「経常的経費」に対して、町税や普通交付税などを中心とする「経常的収

入（一般財源）」がどの程度充当されているかを示す割合。地方公共団体の財政構造の弾力性を測定する比率として

使用され、この数値が高いほど経常的に歳入される一般財源に余裕がないことを示している。

(3) 積立金現在高比率

各種基金に積み立てている積立基金残高の標準財政規模に対する割合

(4) 地方債現在高比率

起債により借入れしている地方債残高の標準財政規模に対する割合

① 実質赤字比率

一般会計等（本町の場合、一般会計のみ）の実質収支額の合計が赤字となった場合における標準財政規模に対する

赤字額の割合

② 連結実質赤字比率

一般会計等と特別会計の実質収支額及び公営企業会計の資金剰余（不足）額の合計（＝連結）が赤字となった場合

における標準財政規模に対する赤字額の割合

③ 実質公債費比率

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する割合（３か年平均）。公営企業の

公債費に対する一般会計等からの繰出金や、一部事務組合の公債費に対する負担金、債務負担行為に基づく支出

のうち公債費に準ずるものなども含まれる。

④ 将来負担比率

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合

⑤ 資金不足比率

公営企業会計ごとの資金不足額が、事業の規模に対してどの程度あるかを示す割合

Ⅰ 標準財政規模

地方公共団体の通常的な状態で通常収入されると見込まれる経常的な一般財源の規模を示している。

Ⅱ 財政力指数(３か年平均)

地方公共団体の財政力を示す指数。この指数が大きいほど財政的に余裕があるとされ「１」を超えると地方交付税

は交付されないことになる。

－7－

令和４年度

普

通

会

計

決

算

の

状

況

経 常 収 支 比 率

地 方 債 現 在 高 比 率

令和５年度
公
　
表

資
料
名

健

全

化

判

断

比

率

資

金

不

足

比

率

令和３年度

財政力指数(3か年平均)

積 立 金 現 在 高 比 率

実 質 収 支 比 率

将 来 負 担 比 率

標 準 財 政 規 模

実 質 公 債 費 比 率

普
　
通

交
付
税

資 金 不 足 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

令和元年度

実 質 赤 字 比 率

各 種 指 標 令和２年度



５．地方債現在高（全会計） 単位： 千円

令和4年度末 令和5年度末

現 在 高 発 行 額 償　　還
元 金 額

本 年 度
増 減 額

調整額 現 在 高 臨時財政
対 策 債

旧合併特
例事業債

過疎対策
事 業 債

Ａ Ｂ Ｃ (B-C)　 Ｄ Ｅ (A+D-E)　 Ｆ (交付税算入100％) (交付税算入70％) (交付税算入70％)

18,391,575 1,840,900 1,874,927 ▲ 34,027 18,357,548 3,955,526 3,275,471 7,366,575 3,759,976 

一 般 会 計
18,391,575 1,840,900 1,874,927 ▲ 34,027 18,357,548 3,955,526 3,275,471 7,366,575 3,759,976 

国 民 健 康 保 険
大正診療所特別会計 334,248 19,100 28,318 ▲ 9,218 325,030 182,604 142,426 

国 民 健 康 保 険
十和診療所特別会計 24,395 1,500 3,750 ▲ 2,250 22,145 22,145 

特別養護老人ホーム
四万十荘特別会計 3,900 0 0 0 3,900 3,900 

下 水 道 事 業
特 別 会 計 171,288 10,200 25,648 ▲ 15,448 155,840 6,100 149,740 

農業集落排水事業
特 別 会 計 77,019 5,400 16,044 ▲ 10,644 66,375 66,375 

水 道 事 業 会 計
3,201,671 63,200 325,545 ▲ 262,345 2,939,326 342,444 2,596,882 

22,204,096 1,940,300 2,274,232 ▲ 333,932 21,870,164 3,955,526 3,275,471 7,923,768 6,715,399 

1,438,637  円（ 令和6年3月末現在「住民基本台帳」人口

<参考> 前年度 1,423,066  円
15,202 人 ）

そ の 他

Ｆ 欄 の 主 な 地 方 債 区 分 別

－
8
－

会 計 区 分

全 会 計 合 計

人口一人当たりの地方債借入残高 

普 通 会 計

令 和 5 年 度

特

別

会

計

等



６．基金残高（全会計） 単位： 千円

令和4年度末 令和5年度末

現　 在 　高 利子積立 予算積立 積立金計 現　 在 　高

Ａ Ｂ Ｃ （B + C）　Ｄ （繰入金） Ｅ （積立金） Ｆ Ｇ （A+D-E+F+G）Ｈ （H - A）　Ｉ

4,310,769 8,409 8,409 276,000 4,595,178 284,409 

1,136,763 818 34,272 35,090 791 1,171,062 34,299 

7,643,339 3,816 1,334,601 1,338,417 1,357,944 7,623,812 ▲ 19,527 

施 設 等 整 備 基 金 1,929,069 1,077 38,760 39,837 99,800 1,869,106 ▲ 59,963 

地 域 福 祉 基 金 259,315 181 181 11,700 247,796 ▲ 11,519 

地 域 振 興 基 金 25,026 20 20 25,046 20 

ふ る さ と 創 生 基 金 134,568 107 107 134,675 107 

中山間ふるさと水と土保全基金 22,889 18 18 22,907 18 

ふ る さ と 支 援 基 金 2,678,936 1,874 984,569 986,443 1,029,244 2,636,135 ▲ 42,801 

農 業 集 落 排 水 事 業 振 興 基 金 6,838 5 5 6,843 5 

新 し い 町 づ く り 基 金 10,912 8 8 3,500 7,420 ▲ 3,492 

合 併 特 例 債 ま ち づ く り 基 金 1,618,500 1,618,500 

園 芸 作 物 価 格 安 定 基 金 85,000 85,000 

過疎地域持続的発展特別事業基金 545,895 303 180,600 180,903 77,600 649,198 103,303 

防 災 ま ち づ く り 基 金 221,076 172 172 26,000 195,248 ▲ 25,828 

学 校 施 設 等 整 備 基 金 12,378 8 500 508 12,886 508 

森 林 環 境 整 備 基 金 64,737 22 130,172 130,194 106,600 88,331 23,594 

奨 学 金 返 還 支 援 基 金 28,200 21 21 3,500 24,721 ▲ 3,479 

13,090,871 13,043 1,368,873 1,381,916 1,358,735 276,000 13,390,052 299,181 

214,031 149 149 214,180 149 

122,704 44 44 122,748 44 

693 693 

337,428 193 193 337,621 193 

13,428,299 13,236 1,368,873 1,382,109 1,358,735 276,000 13,727,673 299,374 

157,725 149 149 20,000 137,874 ▲ 19,851 

10,595 7 7 10,602 7 

284,766 178 178 60,000 344,944 60,178 

23,103 61 61 23,164 ▲ 23,103 

476,189 395 395 43,164 60,000 493,420 17,231 

13,904,488 13,631 1,368,873 1,382,504 1,401,899 336,000 14,221,093 316,605 

※　地方財政状況調査要領(決算統計)における基金残高であり、令和6年3月31日現在（財産調書）の残高とは異なります。

調 整 額 差引増減額

県 証 紙 売 捌 基 金

令和 5 年度

歳 出 決 算 額
取 崩 額 歳計剰余金処分

介 護 保 険 事 業 財 政 調 整 基 金

土 地 開 発 基 金

奨 学 金 貸 付 基 金

特

別

会

計
特 別 会 計 合 計

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 四 万 十 荘 基 金

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 窪 川 荘 基 金

定
額
運
用

－
9
－

減 債 基 金

そ の 他 特 定 目 的 基 金積

立

財 政 調 整 基 金

全 会 計 合 計

国 民 健 康 保 険 十 和 診 療 所 基 金

国 民 健 康 保 険 大 正 診 療 所 基 金

国 保 高 額 医 療 費 貸 付 基 金

国 民 健 康 保 険 事 業 財 政 調 整 基 金

会
計
区
分

基 金 名

普

通

会

計

計

計

普 通 会 計 合 計



☞ 地方債(町債)残高の推移

20,953 20,723 19,897 18,812 18,612 18,567 18,578 18,349 18,392 18,358

☞ 積立基金残高の推移

7,388 8,569 9,194 10,200 10,635 11,040 11,999 12,755 13,091 13,390

積
立
基
金

－
1
0
－

７．地方債残高及び積立基金残高の推移

令和5年度末地方債残高計

183億58百万円

交付税措置あり
(78.1%）

143億32百万円

実質的な借金
(21.9％)

40億26百万円

令和5年度末残高に

対する交付税算入

15,971 

15,573 
14,720 13,613 13,450 13,547 13,729 13,621 14,032 

14,402 

4,982 5,150 
5,177 

5,199 5,162 5,020 4,849 4,728 4,360 3,956 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

6.6％

8.6％

臨時財政対策債を除く残高

実質公債費比率

交付税措置を除く実質的

な地方債残高（＝借金）

臨時財政対策債の残高

（比率：％）（残高：百万円）

3,744 4,089 4,335 4,730 5,006 5,061 5,294 5,576 5,448 5,766 

3,644 
4,480 

4,859 
5,470 5,629 5,979 

6,705 
7,179 7,643 7,624 

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

特定目的

基 金

財 政

調整的な

基 金

交付税措置を除く実質的

な地方債残高（＝借金）

（残高：百万円）

※ 臨時財政対策債とは …

本来、地方交付税で措置されるべき額について、国の財政事情が厳しいことから、臨時的に地方債として配分されるもの

後年度に、元利償還金の全額が普通交付税として措置（交付）される

※財政調整的な基金 ＝ 財政調整基金 ＋ 減債基金

※特 定 目 的 基 金 ＝ 特定の目的のために積み立てた基金（ふるさと支援基金、過疎地域持続的発展特別事業基金(過疎債ソフト枠)、合併特例債まちづくり基金、施設等整備基金 など）



 決算収支イメージ図（普通会計）
注）実際のグラフ(決算額の割合)とは異なります

※前年度からの繰越分を含む。

※前年度からの繰越分を含む。

< 令和5年度 決算額 >

歳出総額 (B)

歳入総額 (A)

< 用語説明 >

☞ 普通会計
　地方公共団体によって各会計の範囲等が異なっており財政比較等が困難なため、地方財政統計上統一的に用
いられる会計区分で、四万十町では「一般会計」が対象。

☞ 形式収支 (C) ＝歳入決算総額(A)－歳出決算総額(B)

☞ 翌年度に繰り越すべき財源 (D)

 　継続費の逓
てい

次
じ

繰越（執行残額）や、繰越明許費繰越等に伴い翌年度に繰り越すべき財源。

☞ 実質収支 (E) ＝形式収支(C)－翌年度に繰り越すべき財源(D)
　※ただし、実質収支には過去からの収支の赤字又は黒字要素が含まれている。（歳入の中には前年度の実質
収支が繰越金として含まれているため）

☞ 単年度収支
　本年度の実質収支(E)から前年度の実質収支を差し引いた額。※実質収支(E)は前年度以前からの収支の累積
であるため、その影響を控除したもの。
　なお、当該年度だけの実質的な収支を把握するための指標として、単年度収支から、実質的な黒字要素（財
政調整積立金・地方債繰上償還など）や赤字要素（財政調整基金の取崩しなど）を加減したものを「実質単年
度収支」という。

 歳入における「自主財源」及び「依存財源」の内訳（普通会計） 単位： 千円

歳入決算総額 (A)

歳出決算総額 (B)

【参考資料】②

【参考資料】①

＋ 41,587 

＋ 0.3 ％ 

【前年度比】

【前年度比】

▲ 773,294 

▲ 13.2 ％ 

26.9 ％ 

5,073,429

【構 成 比】

6,835

278,825

1,193

1,361,165

7,055,001

1,977,885

12,444

2,253,717

248,871

使 用 料 及 び 手 数 料

498,938

89,631

997,589

町 税

寄 附 金

財 産 収 入

－11－

1,474

7,198

18,934,947

国 庫 支 出 金

1,977,885

国庫支出金 2,253,717

地方交付税73.1 ％ 

1,840,900

計

依存財源

13,861,518

【構 成 比】

22,087

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

県 支 出 金

町 債町　　　債

1,505

1,518

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 交 付 税

393,343

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

地方譲与税
及び交付金

734,015

地 方 譲 与 税

法 人 事 業 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

県 支 出 金

1,840,900

7,055,001

配 当 割 交 付 金

交通安 全対 策特 別交 付金

株式等 譲渡 所得 割交 付金

千円 403,598 千円

形　式　収　支　(C)＝(A)－(B)

3,451,979

繰 入 金

千円

実　質　収　支
(E)＝(C)－(D)

繰越財源(D)

28,450

227,335

544,998形式収支 (C)

1,621,450

諸 収 入

繰 越 金

分 担 金 及 び 負 担 金

町　　　税

そ　の　他

7,593

18,389,949

自主財源

1,621,450

千円18,934,947

翌年度に繰り越
すべき財源 (D)

実質収支(E)

千円

141,400



【参考資料】③　全会計決算額（実質収支）総括表

単位： 千円

歳　　入 歳　　出
歳入歳出
差　　引

翌年度に
繰り越す
べき財源

実質収支

18,934,947 18,389,949 544,998 141,400 403,598 

18,934,947 18,389,949 544,998 141,400 403,598 

2,160,254 2,142,822 17,432 0 17,432 

404,090 404,076 14 0 14 

103,055 103,055 0 0 0 

8,305 8,305 0 0 0 

336,993 336,125 868 0 868 

2,663,952 2,557,605 106,347 0 106,347 

350,447 350,447 0 0 0 

264,853 264,853 0 0 0 

34,647 30,074 4,573 0 4,573 

59,325 56,048 3,277 0 3,277 

収益(消費税抜き) 533,203 522,271 10,932 

資本(消費税込み) 160,074 410,081 ▲ 250,007 

特

別

会

計

当年度純利益 10,932千円

国 民 健 康 保 険 事 業

国 民 健 康 保 険
大 正 診 療 所

特 別 養 護 老 人
ホ ー ム 窪 川 荘

特 別 養 護 老 人
ホ ー ム 四 万 十 荘

大 道 へ き 地 診 療 所

後期高齢者医療事業

介 護 保 険 事 業

国 民 健 康 保 険
十 和 診 療 所

一 般 会 計

農 業 集 落 排 水 事 業

下 水 道 事 業

－12－

会 計 名

普 通 会 計

過年度分損益勘定留保資金
243,735千円及び当年度分消
費税及び地方消費税資本的収
支調整額 6,272千円で補填

水 道 事 業公

営

企

業

会

計


